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概要書
現在 IASB/FASB では、保険契約に関する包括的な会計基準の完成を目指して保険プロ
ジェクトが進められている。当該プロジェクトは 1997 年 IASB の前身機関である国際会
計基準委員会（以下、IASC とする）によって発足された。2001 年、IASB の設立ととも
に保険プロジェクトも引き継がれた。保険プロジェクトは現在、限定的な改善を提供した
フェーズ I を経て、包括的な基準の完成を目指すフェーズ II の段階へと進んでいる。2014
年現在、2 度目の公開草案の公表が行われているが未だ最終基準化されてはいない。そこ
で本論文では、まず当該プロジェクトが長期化している要因を考えた上で、最終的に保険
負債の測定属性について考察を行うことを目的としている。なお、本論文では生命保険の
ように長期間の契約期間を有する保険契約のみを対象としている。
第 1 章では、保険の目的について整理を行った。保険は、個人・企業などの経済主体が
直面する多様なリスクを引受け、リスクが顕在化したときに、経済的保障を確保する手段
及び制度である。リスクを引き受ける経済主体としては様々な者が考えられるが、本論文
では、企業が行っている保険を対象としている。そこで、取りうる企業形態として、株式
会社と相互会社の相違点について整理している。また、保険会社の経営と ALM の関係に
ついて概観している。
第 2 章では、現在保険会社が作成を要求されている報告書類のうち財務諸表を中心にし
て論じている。保険会社が作成する財務諸表の想定利用者は様々考えられるが、本論文で
は、主たる想定利用者として、株主と保険契約者を想定している。我が国における保険会
社の財務諸表は監督官庁が規制目的で要求している会計処理によって作成しており、必ず
しも株主や保険契約者の意思決定に資するとは限らない。第 1 章で概観したように、保険
会社の経営は ALM と密接な関係があり、当該管理の結果を提供する会計情報が株主や保
険契約者の意思決定に資すると考えられる。
第 3 章では、我が国における保険負債の中心となっている標準責任準備金制度と
IASB/FASB 保険プロジェクトの最新公表物である 2013 年 IASB 再公開草案との比較を行
っている。我が国における保険業の会計は保険業法によって規定されており、保険業法第
116 条第 2 項において標準責任準備金制度が定められている。標準責任準備金制度は、死
亡率、予定利率等の計算基礎について監督官庁である金融庁により定められたものを用い
る。また、当該計算基礎については、契約当初の値を用いて原則的に見直さない（ロック・
イン方式）。一方で、2013 年 IASB 再公開草案では、ビルディング・ブロック・アプロー
チという手法を用いて、保険負債の測定を行う。ビルディング・ブロック・アプローチで
は、保険負債を①将来キャッシュ・フロー、②割引率、③リスク調整、④契約上のサービ
ス・マージンの構成要素に分けた上で測定を行う。その際に用いられるのは、企業固有の
変数と市場変数の両方を用いることになる。また、計算基礎については毎報告期間、見直
しを行い、その差額を報告することになる。以上が、我が国における標準責任準備金制度
と 2013 年 IASB 再公開草案に関する主要な相違点である。
第 4 章では、IASB/FASB 保険プロジェクトが長期化している原因について、会計上の
ミスマッチの観点と収益認識プロジェクトと整合性の観点から考察を行っている。IASB
では、保険負債の測定属性として、会計上のミスマッチを軽減するような保険負債の測定
属性を規定することを目標としている。会計上のミスマッチを解消するには、負債側のみ
ではなく、対応する資産側についても測定属性及び損益の認識時点を合わせる必要がある。
しかしながら、IASB では負債側から資産側の処理を規定することは、業種固有の規定を
作り、透明性を減少させるとしており、2012 年に IFRS 第 9 号の限定的修正により、OCI
を通じて公正価値で測定する金融資産の区分が導入されるまでは、検討されなかった。こ
のことが長期化の一因となったといえる。
また、IASB では並行して収益認識に関して包括的な基準を作成するためのプロジェク
トが進められており、保険契約プロジェクトもその影響を受けている。収益の表示につい
て、2010 年 IASB 公開草案では、保険負債の測定モデルと整合的な要約マージン・アプロ
ーチが提案されていた。しかし、要約マージン・アプローチは取引対価（顧客対価）の一
部のみを収益として計上するため、2010 年 IASB 公開草案「顧客との契約から生じる収益」
と整合的なものではなかった。2013 年 IASB 再公開草案では、保険契約収益という概念を
用いることで、（時間価値を調整した）受取保険料の合計額と保険契約収益の合計額が一
致するようになっている。一方で、保険契約プロジェクトと収益認識プロジェクトの双方
で、保険契約と他の契約についての整理はまだ行われておらず、今後も収益認識プロジェ
クトとの結びつきを考えるのであれば、ひとまず保険契約と他の契約についての整理が優
先されるべきであろう。
第 5 章では、引き続き第 4 章で検討を行った会計上のミスマッチの観点と収益認識プロ
ジェクトとの比較の観点から保険負債の測定属性についての考察を行っている。公表物が
進むにつれて総体として会計上のミスマッチは軽減というより、むしろ拡大しているよう
に思われる。これは、IASB の審議の中で、純損益の重要性が増していくにつれて、会計
上のミスマッチの優先度も共に変遷している可能性を示唆している。そのため、会計上ミ
スマッチという観点から測定属性を規定する場合には、再度、保険契約のみならず利益概
念と会計上のミスマッチについて整理する必要があるといえる。
また、2013 年 IASB 再公開草案では、保険負債の測定属性として現在履行価値が提案さ
れているが、収益認識プロジェクトの最新の公表物である 2011 年 IASB 再公開草案「顧
客との契約から生じる収益」で提案されている履行義務は顧客対価モデルによって測定さ
れている。現在の収益認識プロジェクトと全体として整合的な保険負債の測定属性は、
2013 年 IASB 再公開草案では提案されていない。これは、収益認識プロジェクトは「短期
間」かつ「確実に完了」する契約を対象にしているためと考えられる。包括的な収益認識
の基準を作成するという収益認識プロジェクトの目的を達成するには、保険契約以外の契
約も含めて「長期間」あるいは「不確実性が高い」ものについても、収益認識プロジェク
トの中で検討対象とすることが考えられる。または、現在の財・サービスの移転という基
本的な取引を対象とした「狭義」の収益認識プロジェクトと対象外となっている保険契約
や金融商品、リースも含めた全体的なプロジェクトを包含するような考え方の確立が必要
であろう。
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1序章 はじめに
現在 IASB/FASB では、保険契約に関する包括的な会計基準の完成を目指して保険プロ
ジェクトが進められている。当該プロジェクトは 1997 年 IASB の前身機関である国際会
計基準委員会（以下、IASC とする）によって発足された。2001 年、IASB の設立ととも
に保険プロジェクトも引き継がれた。保険プロジェクトは現在、限定的な改善を提供した
フェーズ I を経て、包括的な基準の完成を目指すフェーズ II の段階へと進んでいる。2014
年現在、2 度目の公開草案の公表が行われているが未だ最終基準化されてはいない。
そこで本論文では、まず、当該プロジェクトがなぜ長期化しているかの要因を明らかに
し（第 4 章）、次に、保険負債の測定属性についてはいかに考えるべきかを考察すること
（第 5 章）を主眼としている。なお、本論文では生命保険のように長期間の契約期間を有
する保険契約のみを対象としている。
2第 1 章 保険の目的
第 1 節 保険の目的
現代社会において個人・企業などの経済主体は、多様なリスクに直面している。保険は、
自己責任と私有財産制を基盤とする資本主義社会において、リスクに不安を抱く経済主体
が経済的保障を確保し、または経済必要を充足するための手段及び制度として発展してき
た。家族や共同体のリスク分散機能が低下する一方、市場と政府による保険が損失のファ
イナンスの充実に大きく貢献している1。以下では、個人・企業における保険の目的・役割
を概観する。
第1項 保険の目的・役割
(1) 個人生活のおける保険の目的・役割
個人生活において、保険の種類に関わらず認められる役割としては、「生活の安定」、
「精神的な安定」及び「信用の補完」が挙げられる2。死亡や病気、火災等の災害など不
測の事故や出来事によって多額の出費が必要になった場合、保険による補償で、「生活
の安定」が図られることになる。また、不測の出来事が生じた場合にでも、一定の補償
が得られるという期待は現実に事故が生じた場合の事後の効果だけでなく、「精神的な
安心」を与え、積極的な計画を可能にするという事前の効果をもつ。事故を受ける前伊
においては、このような精神的な安心こそが、保険料という対価を払って享受する重要
な価値といえる。生活の安定は、第三者からの信用を高める。例えば、金融機関から住
宅ローンを受ける場合には、住宅などを担保として提供することが求められるが、その
際に住宅に火災保険等を付けることにより「信用の補完」をし、より低利の融資が可能
となる。また、信用を与えることを直接の目的とする保険もある。保証保険は、万が一
の場合に、保証人に代わって保証を行う保険である。
これら以外にも保険の種類によっては、「資産の形成」や「損害サービス等の付随サ
ービスの提供」といった役割も存在する。保険の中には、貯蓄性の高いものも存在する。
一種の生存保険や積立型傷害保険などは万が一の場合の補償に加えて、資産形成として
1 下和田（2010）p.38
2 中出（2007）p.9-10
3の機能も併せ持っている。また、事故が生じた場合などに、付随的なサービスを提供す
る保険もある。例えば、自動車事故を起こしてしまった場合、事故後の処理は専門的な
知識と経験が必要とされるため、このような処理の代行サービスを提供することもある。
このような場合、それらも保険金の支払いと並んで重要な役割を持つ。
(2) 企業活動における保険の目的・役割
企業活動における保険の役割には、「企業活動の安定」、「危険への準備の経費化」、
「事業拡大のサポート」、「信用の補完、円滑な取引の補完」、「販売の促進」及び「企
業内福祉の向上」などがある3。個人の場合と同様に企業においても、不測の事態によっ
て財産が損失してしまうと、製品の製造がストップしてしまい、収入が途絶えることに
なり、事業活動の継続が困難となることがある。「企業活動の安定」のためには、こう
した保険の役割が重要となる。企業は資金を効率的に運用することが求められる。万が
一の場合に備えて、多額の資金を長期間寝かせておくのは合理的であるとはいえない。
保険はこうした準備金を減らし、毎年度の経常的な経費とすることで「危険への準備の
経常化」を可能とする。また、個人の場合と同様に企業にも精神的な効果と似たような
役割がある。それが、「事業拡大へのサポート」という役割である。万が一の場合に一
定の補償が得られるという期待があれば、事故等による影響を最小限に予測し、より計
画的な事業の遂行が可能となる。金融機関からの融資を受ける場合などは、担保物に対
する保険は不可避であるが故に、保険は「信用の補完、円滑な取引の補完」という役割
もまた担っている。上記の信用の補完に関連するが、企業が商品やサービスを提供する
際に、保険料を負担して保険を付帯し、万が一の事故が生じたときには保障が得られる
ようにしている場合がある。それにより、商品の購入者やサービスの利用者は、安心し
て商品を購入したり、サービスを利用でき、企業から見た場合、保険は「販売の促進」
に役立っているといえる。最後に、企業が従業員に付帯する生命保険や健康保険は、従
業員が安心して仕事遂行を可能とし、業務の計画的な遂行に役立つ。更に、各種の生命
保険は、死亡した場合の遺族補償としても利用されており、「企業内福祉の向上」にも
役立っている。
3 中出（2007）p.11-14
4第2項 保険の定義
「リスクの処理」という目的を達成するために、保険以外にも様々な手段・技術が開発
されている。こうした中、保険と保険以外の代替的手段・技術との相違を明確に区別でき
るように保険を定義することは難しい。そこで、本論文では、中出[2007]の定義、すなわ
ち「保険とは、特定の偶然事故に関連する経済上の不安定を除去・軽減するために、多数
の個別経済主体が結合し、合理的計算にもとづく拠出によって、計画的に共通準備財産を
形成する経済制度である」を用いた場合、保険と類似すると思われる「貯蓄」、「賭博」、
「保証」、「自家保険4」、「共済5」との相違点を検討した結果が以下の図表 1 である。
4 自家保険とは、保険会社にリスクを移転せずに企業内部に損害準備金を積み立てることであ
る。船会社、レンタカー会社、不動産会社、倉庫会社等で行われることが多い。
5 共済とは、居住地や職業など一定の共通点を持つ人々が掛金を拠出し、万が一の場合に給付
金を受け取ることができる仕組みをいう。
5図表 1 保険と「貯蓄」「賭博」「保証」「自家保険」「共済」の類似点・相違点
保険との類似点 保険との相違点
貯蓄 ・目的は、将来の経済上の不安定
の除去・軽減である
・特定の偶然事故に対するものではない。
・積立金をいつでも引出可能。
・単独の経済主体が実施。
・必要資金を即時に入手不可能の場合あ
り。
・特別の専門知識不要。
賭博 ・多数の者が金銭を拠出し、ある
偶然事象を原因として、少数の者
に多額の金銭が分配される。
・全体として収支は相等。
・一攫千金的な利得を求め、経済上の不
安定を自ら進んで増幅・創造する。
保証 ・当事者の一方に発生した損害を
填補する。
・独立の契約ではない。
・無償の場合あり。
・準備財産の形成なし。
・多数の個別経済主体の結合なし。
自家保険 ・特定の偶然事故による経済上の
不安定を除去・軽減することを目
的とする。
・危険にさらされるものの数が多
くなれば、大数の法則が作用し、
準備金積立額が合理的なものに
なる場合あり。
・個別経済主体の中で行われる。
共済 ・特定の偶然事故に遭遇した者に
所定の給付金を与える
・集団の規模が小さい。
・拠出金の額が合理的に決まっておらず、
一律である場合が多い。
・給付金は少額で、儀礼的な域を出ない。
・目的は、経済上の不安定の除去・軽減
ではなく構成員間の親睦にある。
（出所）中出（2007）p.34 より引用
6第3項 保険の特徴
前項の定義で見たように保険には、「リスクの引受けと処理」という仕組みがある。個
別経済主体単独においては、発生が予測しにくい損失を、多数の個別経済主体が結合する
ことで、損失をある程度予測することができる。また、上記に加えて、（特に生命保険の
場合であるが）保険契約は数十年単位の「超長期」に渡ることが多い。この事は損失の発
生を予測することを困難とさせているだけではなく、保険契約者から収受する保険料の払
込みや資産運用の利回り等の予測も困難とさせている。このように保険は、見積りの要素
が非常に大きく、時の経過とともに当初の予測からずれが生じるのは不可避と言える。
第 2 節 保険会社の形態
保険制度の中心である生命保険や損害保険のほとんどは、民間の保険会社やその代理店
等によって扱われている。保険会社等は、営利事業として、保険を商品として販売し、そ
こから利潤を得ている。保険会社等は、保険制度の担い手として重要な役割を担っており、
競争を通じて効率的・効果的に制度を運営することが求められる。仮に、保険金が適切に
支払われない事態が生じれば、当該会社の問題のみならず、保険制度全体に対する信頼が
損なわれることになる。そこで、長期に安定した運営を行うために、法律による規制と監
督官庁による監督がなされている。我が国においては、保険業法において保険会社の会社
形態として相互会社と株式会社が認められている。それぞれの会社形態について整理した
ものが以下である。
第1項 株式会社と相互会社
保険会社はその目的を達成するために、資金提供を受ける必要がある。そこで、保険
業法では、民営保険の経営形態として、株式会社及び相互会社が認められている。これ
ら 2 つの形態を比較すると、以下の通りになる。
第 1 に、両会社形態ともに法人であるが、株式会社は会社法に基づいて設立され、構
成員である株主の利益を目的とした営利法人である一方、相互会社は保険業法によって
保険業を営む場合に限って認められている営利も公益も目的としない中間法人であり、
構成員である社員相互のために保険業を行うことを目的とする社団法人である。
第 2 に、事業資金は、株式会社においては株主が出資する資本金であるが、相互会社
7では基金拠出者（会社の構成員ではなく、単なる債権者である）の拠出する基金である。
第 3 に、会社の構成員は、株式会社では株主であるのに対して、相互会社では保険契
約者が構成員であり、社員としての法的な権利及び義務を有する。
第 4 に、会社債務に対する責任について、株式会社の株主は株式の引受額までを限度
額とするのに対して、相互会社の社員は保険契約によって既に払い込んだ保険料額を限
度として責任を負う。
第 5 に、会社の最高意思決定機関は、株式会社では株主総会であるのに対し、相互会
社では社員である社員総会、あるいはこれに代わる総代会である。
第 6 に、事業損益の帰属先は、株式会社であるが、相互会社では社員である保険契約
者である。また、保険契約者への配当は株式会社では損益計算書上の特別損益に計上さ
れるのに対し、相互会社では剰余金処分の対象となり損益計算書には計上されない。
以上をまとめたものが図表 2 となる。
図表 2 株式会社と相互会社の相違点
株式会社 相互会社
営利性 あり なし
資金提供者 株主 基金拠出者
社員 株主 保険契約者
債務に対する責任 株式の引受額 払込済の保険料額
意思決定機関 株主総会 社員総会（総代会）
損益の帰属先 株主 保険契約者
第2項 相互会社の株主会社化
1996 年の保険業法改正までは株式会社から相互会社への組織変更だけが認められて
いたが、改正にあたり相互会社から株式会社への組織変更が認められるようになった。
我が国で相互会社から株式会社への組織変更を行った最初の事例は、2002 年の大同生命
保険会社である。また、2010 年 4 月 1 日には生命保険業界大手として第一生命が相互
会社から株式会社へと組織変更を行い、即日、東京証券取引所第一部に上場した。相互
会社の株式会社化においては、蓄積してきた利益を株主資本とし、それを裏付けに株式
が契約者に無償で割り当てられる。株主となる契約者は保険金請求権を保有しつつ、株
8主総会において経営に関する発言が可能となる。
図表 3 株式会社化した相互会社の事例
株式会社化した相互会社
2002 年 大同生命保険株式会社
2003 年 太陽生命保険株式会社
2003 年 共栄火災海上保険株式会社
2004 年 三井住友生命株式会社
2010 年 第一生命保険株式会社
(1) 株式会社化のメリット
2013 年 12 月現在、我が国における相互会社の株式会社化の事例は 5 件ある。このよ
うな株式会社化のメリットは、多岐に及ぶ。第 1 に、株式上場によって公募による増資
や社債発行、株式交換等による企業の買収が容易となることで経営の選択肢が広がるこ
ととなる。相互会社では、基金による資金調達を行うには、総代会の特別決議を経て定
款を変更する必要がある。我が国では、少子・高齢化が進み国内の死亡保障分野につい
て発展を望むことは難しい。そこで、中国やインドなどの新興国に新たな市場を求める
ことも選択肢となる。
第 2 に、資本増強により財務の健全性向上が見込まれる点である。相互会社について
も、いわゆる自己資本比率規制となるソルベンシー・マージン比率規制が課され、一定
程度の内部留保を確保することが求められている。ただし、相互会社の経営理念上、剰
余金が生じたときには最大限、保険契約者に配当し、実費を安くするという実費原則主
義の立場からは、経営遂行上齟齬となることは否定できない。
第 3 に、株式会社化によって経営に規律を与える効果が期待される。相互会社の社員
である保険契約者は、数百万人から 1000 万人以上にのぼることから社員総会で合議す
ることは現実的でない。そこで、総社員のうちから選出された総代による合議体である
総代会により意思決定が行われるのが一般的である。そのため、相互会社の社員である
保険契約者は希望しても必ずしも出席できるわけではない。一方で、株式会社では社員
である株主が株主総会に原則全員出席することができるため、経営を多角的にチェック
することができるため、コーポレート・ガバナンスにも資するとされている。
9(2) 相互会社形態のメリット
株式会社化を行う生命保険会社が増えている一方で、相互会社形態を維持し、株式会
社化を行わないと明言している会社もある。そのような会社が相互会社形態を維持する
としている主な論拠としては、以下の点が挙げられる。
第 1 に、保険契約者の利益を最優先するという経営方針に合致するのは、株主配当を
考慮する必要のない相互会社であるという点である。株式会社になると、株主から単年
度の利益を求める声が強まり、長期的な視野に立った経営を行うことが困難となる。
第 2 に、株式会社化のメリットで示した第 1 の点は、相互会社のままでも海外投資は
十分に行うことができるという点である。相互会社形態を支持する日本生命保険相互会
社では、中国の金融機関との保険合弁会社の事業を拡大する目標を有している。
第 3 に、財務体質の強化のためには、基金を海外投資からの公募調達を含めて強化す
ることができるという点である。
第 4 に、経営規律については、株式会社でもガバナンスが効いていないと見られる会
社は多数あり、実際上は運用の問題で、定期的に決算説明会を開催することなどディス
クロージャー努めること等で十分カバーできるという点である。
第 3 節 保険会社のビジネスモデル
第1項 保険会社の経営
保険の構造を機能的に見た場合、保険は、ある経済主体における「リスクの移転または
負担」と、集団における「リスクの結合または分散」の視点から見ることができる6。
すなわち、保険は、自らリスクの負担を望まない経済主体がそれを引き受ける意思と能
力のある経済主体へリスクを移転する機能と、そのリスクが顕在化したときに損失を集団
全体で分担する機能がある。これらの機能の裏には、保険料の授受から資産運用、保険金
の支払いという一連のビジネス上のプロセスがある。このプロセスは超長期に渡るため、
資産運用と保険金の支払いについては、一体的に管理する必要があり、当該管理が失敗し
た場合、保険会社の経営が悪化する。
我が国においてはバブル経済崩壊後、高い予定利率の保険契約を抱える一方で、バブル
6 下和田（2010）p.39-49
10
期に実施した不動産投資・不動産関連融資が不良資産化し、国内株式市場の低迷と超低金
利政策の下で、資産運用の収益力が悪化し、所謂逆ざやの状態になり、経営基盤が不安定
化した。その結果、保険金の不払問題や 1997 年の日産生命相互保険会社を皮切りとした
保険会社の経営破綻が相次いだ。その結果、持株会社や合併などの業界の再編成が進むこ
ととなった。
この結果として、監督官庁による規制が進むと共に、資産と負債を総合的に管理する
ALM（Asset Liability Management）の手法が注目されることとなった。
第2項 保険会社と ALM
ALM が誕生したのは、1970 年代の銀行業界とされる。森本[2011]によると、保険業界
に ALM が適用されるようになったのは 1980 年代と推察されている。逆ざや問題に見舞
われていた我が国における保険業界における ALM のターニングポイントになったのは、
2007 年に金融庁から公表された「ソルベンシー・マージン比率の算出基準等に関する検討
チーム」の報告書「ソルベンシー・マージン比率の算出基準等について」において、中期
的には経済価値ベース7でのソルベンシー評価を導入することが標榜されたときである。
なぜ保険会社において、従来の方法でなく、経済価値を重視するかについて、森本[2011]
では以下の２つの項目を挙げて説明している。
7 経済価値について、未だ共通の定義があるわけではないが、本論文では、報告日時点での評
価を反映した価値として説明を行っている。
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(1) 金融庁金融研究研修センター（当時）報告書でのポイント
2007～2008 年にかけて行われた「欧州の先進的な保険リスク管理システムに関する
研修会」による報告書によると、経済価値を考えるべき理由として次のものが掲げられ
ている。
① 資産と負債を整合的に評価している。
② 将来に禍根を残すような「隠れた欠損を生じさせない」8。
③ 市場のヘッジ手段と整合的である。
④ リスクを補足するためには経済価値であるべきである。
⑤ 各企業が経済価値を最大化するという観点で行動することによって、市場が最も
効率化される。
⑥ 企業価値を考える株主等の視点と整合的である。
(2) 収益性の管理
生命保険会社の保険商品は、将来の保険期間の保険金や事業費、保険料等の将来キャ
ッシュ・フローの見積りを基礎として、商品設計されている。販売済みの商品の将来キ
ャッシュ・フローの把握について、これまでは多くの保険会社ではあまり的確に行われ
ていなかったと言われている。加えて、我が国の場合、経営目標として規模拡大・マー
ケットシェア等が設定されることが多い。このような場合、仮に原価割れしていても、
経営指標をよく見せようと、そのような商品を販売することを奨励してしまうという問
題が生じる。特に、保険に関しては、保障に係る原価は保険期間が満了しないと確定し
ないという特徴がある。したがって、保険期間が満了するまでの間に原価割れしている
かどうか、すなわち収益性の管理のためには、経済価値による把握が必要と言える。
以上のようにして、経済価値での ALM を行うことが正当化されたとして、その目的
はどのようなものであるだろうか。大別して「企業価値を向上させること」、「健全性
を確保すること」の２つの目的が考えられる9。前者については、株式会社の場合は言う
までもなく、資金提供である株主が当然期待していることであるが、相互会社の場合で
も、保険契約者の価値を高めるという点では同様の枠組みで考えられるであろう。
8 同報告書によると、「隠れた欠損」の例として、不良債権や逆ざやの問題が挙げられている。
9 森本（2011）p.13
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一方、後者については、金融機関の場合、将来支出を伴う商品の販売を行っているた
め、当該金融機関の信用リスクが高い状態では、顧客が安心して取引を行うことができ
ない以上、金融機関としての適正なビジネスが行えなくなる。したがって、健全性を確
保するためにはリスクを一定以下に保つ必要がある。これらの二つの目的は一見すると
相反するものであり、これらの目的を満たすための客観的な解は存在しない。自社にお
ける分析を経たうえで、経営上の判断として意思決定を行う必要がある。
以上のように、近年における保険会社の経営において、ALM は重要な役割を担って
いると言える。更に、ALM をより発展させた金融機関が抱える様々なリスクを統合的
に管理する ERM（Enterprise Risk Management）という手法も発達してきている。
13
第２章 保険会社の財務諸表
前章で概観した保険の目的を保険会社が達成するには、保険会社が利害関係者に情報提
供を行うことで取引の円滑化を図る必要がある。保険会社が提供する情報は様々であるが、
本章では、保険会社自体の経営成績及び財政状態に関連する財務情報のみを取り扱うこと
とする。
第１節 保険会社の財務情報の提供
我が国における保険会社の財務情報の提供については、1996 年の保険業法改正により
その性格を変化させている。改正以前は「業界による自主的対応の段階」で、改正後は、
法律上の根拠を得た「法定化の段階」となっている10。
(1) 業界による自主的対応の段階
業界による自主的対応は主として、生命保険協会が中心として諸方策を講じていた。
1989 年度の決算からは上場株式会社の有価証券報告書レベルの開示内容を目指した「決
算報告書」を作成するようになった。また、「生命保険加入の手引き」等の各種ディス
クロージャー誌が発行されるようになった。1990 年度からは、銀行等の他の金融機関に
おける中間決算の自主的な情報開示として上半期報告を開始した。
(2) 法定化の段階
1996 年に改正された保険業法では「業務報告書」を監督官庁に提出するように規定さ
れた。図表 4～6 では作成が義務付けられている業務報告書の内容、業務報告書に含ま
れる貸借対照表及び損益計算書の形式を示している。業務報告書は監督目的のものであ
るため、株主や保険契約者、債権者等には開示することは前提とされていない。そこで、
未だに契約関係のない一般公衆に対する情報開示の機会が設けられることになった。保
険業法第 111 条によって、「業務および財産の状況に関する事項の説明書類」の作成が
義務付けられた。生命保険会社の損益は３つの計算基礎率（予定利率、予定死亡率、予
10 江澤（2002）p.209-212
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定事業費）と実際値との差異による３利源11が本業における利益の内訳情報として重要
な意味を持つ。2005 年度決算からは大手生命保険会社８社が３利源を初めて公表してい
る12。これにより、バブル崩壊後の逆ざや13に苦しむ生命保険会社の実態が明らかにな
った。また、一部の保険会社では、３利源の開示のみでは、長期契約が主流の生保の実
態を表すのは不十分とし、エンベディッド・バリュー（Embedded Value, EV）14を開
示しているところもある。
図表 4 業務報告書の内容
11 ３利源とは、利差損益・費差損益・危険差損益をいう。利差損益とは、予定利率と実際の運
用利回りから生じる損益をいう。費差損益とは、予定事業費率と実際事業費率との差から生じ
る損益をいう。危険差損益とは、予定死亡率と実際死亡率との差及び入院・手術等の予定発生
率と実際の発生率の差から生じる損益である。
12 あずさ監査法人（2012）p.18
13 逆ざやとは、利差損を危険差損益・費差損益で補っている状態をいう
14 エンベディッド・バリューとは、貸借対照表を基礎として計算される純資産価値と、保有契
約から生じる将来利益の割引現在価値である保有契約価値を合計したものである。
株式会社 相互会社
事業報告書 ○ ○
附属明細書 ○ ○
株主総会に関する事項等に関する書面 ○ ―
社員総会又は総代会に関する事項等に関する書面 ― ○
貸借対照表 ○ ○
損益計算書 ○ ○
キャッシュ・フロー計算書 ○ ○
株主資本等変動計算書 ○ ―
剰余金処分又は損失処理に関する書面 ― ○
基金等変動計算書 ― ○
基金の償却に関する書面 ― ○
基金利息の支払に関する書面 ― ○
保険金等の支払能力の充実の状況に関する書面 ○ ○
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図表 5 貸借対照表
科目 残高 科目 残高
資産の部 負債の部
現金及び預貯金
コール・ローン
買入金銭債権
金銭の信託
有価証券
貸付金
有形固定資産
無形固定資産
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
×××
保険契約準備金
支払備金
責任準備金
社員（契約者）配当準備金
×××
×××
×××
×××
… …
価格変動準備金 ×××
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
資本の部
基金または資本金
基金償却積立金
資本剰余金
剰余金または利益剰余金
×××
×××
×××
×××
… …
資産の部合計 ××× 負債及び純資産の部合計 ×××
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図表 6 損益計算書
経常損益の部
経常収益
保険料等収入
資産運用収益
×××
×××
×××
経常費用
保険金等支払金
責任準備金等繰入額
資産運用費用
事業費
×××
×××
×××
×××
×××
経常利益（または経常損失） ×××
特別損益の部
特別利益
特別損失
×××
×××
法人税及び住民税
当期剰余金（純利益）（または当期純損失）
×××
×××
第２節 保険会社の財務諸表の想定利用者
開示情報は、一般的に誰でも入手可能であるが、その中でも特に財務に関する情報は、
会社の運営資金の提供者が強い関心を持つと考えられる。したがって、この資金提供者の
開示ニーズに応えることが重要である15。そこで、ここでは保険会社の資金提供者である
株主、保険契約者の別に開示の目的を考える。また、資金提供者ではないが、財務諸表に
影響力を有する監督官庁の点からも考えていく。
(1) 株主
株主は株式を購入することで会社に対して資金提供者となる。株主と会社の関係を考
えると、株主が会社に、基本的に純粋な投資を目的として資金を提供する。したがって、
会社に対しては、その投資リスクに見合うリターンを得ることを期待している。また、
15 石川（2008）p.111
17
株主にとっては、株式の売買を通じ、資金の拠出先を自由に変更することが出来る。こ
れらの点から、株式会社の場合は、株主に対して適切なリスクとリターンの判断に資す
るための情報を提供する事が重要であると考えられる16。
(2) 保険契約者
保険契約者は保険の加入を通じて資金を提供することとなるが、保険契約者は同時に
会社から保障の提供を受けることとなる。保険契約者は、基本的に自分や家族の万一の
病気やけがなどに備えるリスクマネジメントとして保険に加入することから、確実な保
障が提供されることを期待している。このため、どの会社の保険に加入し契約者となる
かの判断基準は、純粋な投資を目的とした株主の投資先選択の判断基準とは異なるもの
となる。
更に、契約者が保険に加入する場合には、健康上の理由から再加入が難しくなるなど、
基本的には契約を簡単に変更することが出来ないという点でも、株式の売買を通じて資
金の回収が自由な株式投資とは、異なる性質を持つ。契約者のこのような特性を踏まえ
ると、保険金の支払いが確実に提供できるか、経営成績は安定しているか、といったこ
とを判断するための情報が特に重要であると考えられる 16。
(3) 監督官庁
監督官庁は保険会社における資金提供者ではないが、保険契約者保護のため保険会社
の会計情報に影響力を有している。我が国においては監督官庁である金融庁が、①保険
会社の会計の肝とも言える標準責任準備金制度（保険業法第 116 条第 2 項）の各種計算
基礎の決定17、②ソルベンシー・マージン比率による早期是正措置を担っている。すな
わち、監督官庁の規制目的に沿った会計情報を提供するように要求している。我が国で
は財務会計として保険業に関する基準を他に設けているわけではないので、規制を目的
とした法定会計の会計情報が、財務会計の会計情報として一体的に用いられている状態
にある。
16 石川（2008）p.112
17 標準責任準備金制度の概要については、第 3 章第 2 節を参照。
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第３節 保険会社の財務諸表の目的
前節のように我が国では、監督官庁が主導して保険業の会計を規定している。したがっ
て、その主たる目的は、保険契約者保護であり、必ずしも株主や保険契約者の意思決定に
資するとは限らない。第 1 章で概観したように、保険会社の経営は ALM と密接な関係が
あり、当該管理の結果を提供する会計情報が株主や保険契約者の意思決定に資すると考え
られる。
会計情報のうち、どのような情報が意思決定に資するものとして重要であろうか。株主
と保険契約者が財務諸表を用いて行う将来の予測は、企業価値であり、また支払能力であ
ると考えられる。これらの予測はいずれも将来キャッシュ・フローでなされると考えられ
るため、将来キャッシュ・フローの予測に資する情報として利益情報を重視すべきと言え
る。その際、将来予測に役立つ利益としては、一般の事業会社と変わらず、確認的価値18を
有する投資のリスクから解放19された利益である純利益が有用であろう。したがって、保
険会社の ALM の結果のうち利益情報についても、リスクから解放された投資の成果のみ
を純利益として計上すべきと言える。
18 2010 年 IASB 概念フレームワークでは、「財務情報は、過去の評価についてフィードバック
をもたらす場合には、確認的価値がある」としている。
19 ASBJ 討議資料によると、リスクからの解放とは、「投資にあたって期待された成果が事実
として確定すること」をいう。
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第３章 我が国と IASB/FASB 保険プロジェクトの比較
第１節 我が国における保険負債の測定
第1項 我が国における保険負債
(1) 保険契約準備金
我が国における保険会社特有の負債として、保険契約準備金がある。保険契約準備金
とは、保険契約にもとづき、将来の保険給付に備えて積み立てることが法令で求められ
ている準備金であり、責任準備金、支払備金、配当準備金から構成されている。
① 責任準備金とは、保険会社が毎決算期末に保険契約にもとづく将来における債務の
履行に備えて積み立てる必要がある保険契約準備金である（保険業法第 1 項）。
② 支払備金とは、期末において保険事故が発生し保険金等の支払義務が発生している
が、実際の支払いがいまだ完了していない場合に、期末に積み立てる保険契約準備
金である。
③ 配当準備金とは、生命保険会社が定款および約款にもとづき契約者に対して支払う
べき債務であり、剰余金を分配（配当）するために決算期末に積み立てる保険契約
準備金である。
(2) 責任準備金
保険契約準備金のうち、最もウェイトが高い責任準備金は、保険料積立金20、未経過
保険料21、払戻積立金22、危険準備金23から構成される。保険料の設定並びに責任準備金
の算出を、保険会社個社単位で規制、監督するために、保険業法第 4 条に「保険料及び
責任準備金の算出方法書」（以下、「算出方法書」とする）の規定が置かれている。し
たがって、保険業法並びに施行規則等の関係法令と個々の会社がそれぞれ規制当局から
20 保険料積立金とは、保険契約にもとづく将来の債務の履行に備えるため、保険数理にもとづ
き計算した準備金である（保険業法施行規則第 69 条第 1 項）。
21 未経過保険料とは、保険契約に定めた保険期間のうち、決算期において、まだ経過していな
い期間に対応する責任に相当する額として計算した準備金である（保険業法施行規則第 69 条
第 1 項第 2 号）。
22 払戻積立金とは、保険料または保険料として収受する金銭を運用することによって得られる
収益の全部または一部の金額の払戻しを約した保険契約における、当該払戻しに充てる準備金
である（保険業法施行規則 69 条 1 項 2 号の 2）。
23 危険準備金とは、保険契約にもとづく将来の債務を確実に履行するため、将来発生が見込ま
れる危険に備えて計算した準備金である（保険業法施行規則第 69 条第 1 項第 3 号）。
20
認可を得た「算出方法書」の 2 つの枠組みが、日本における責任準備金の積立方式及び
計算基礎率を規制している。
責任準備金のうち大半を占めるのが保険料積立金であり、本論文では、特段断りがな
い限り、責任準備金のうち、特に保険料積立金について考慮している。保険料積立金は、
従来は規制当局の認可を得た「算出方法書」に定める積立方式及び計算基礎率に従った
積立が行われてきたが、新保険業法の施行（平成 8 年）に併せて標準責任準備金制度（保
険業法第 116 条第 2 項）が導入されている。
図表 7 保険契約準備金
保険契約準備金
責任準備金
保険料積立金
未経過保険料
払戻積立金
危険準備金
支払備金
普通備金
IBNR備金
配当準備金
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第2項 標準責任準備金制度における保険負債の測定24
(1) 当初認識時の測定
標準責任準備金の積立方式及び計算基礎については以下のように法定されている（大蔵
省告示第 48 第 1 項から第 4 項）。
① 積立方式
積立方式は、平準純保険料式とする。平準純保険料式とは、保険期間全体を通じて
毎年の事業費が平準式の付加保険料で賄われるものと仮定して、将来支払うべき保険
金について、将来収入すべき純保険料とその利息とでは不足する額を積み立てるもの
である。
② 予定死亡率
予定死亡率は、社団法人日本アクチュアリー会が作成し、金融庁長官が検証した生
保標準生命表に掲げる率とする25。
③ 予定利率
予定利率は、1999 年 3 月 31 日までに締結した保険契約については 2.75%、1999
年 4 月 1 日以降に締結した保険契約については 2%とされている26。
(2) 事後測定
責任準備金計算に用いる計算基礎等は、当該保険契約が成立した時点のものが用いら
れ、毎決算期末に計算基礎等は見直されない。こうした算出方法はいわゆる「ロックイ
ン方式」と呼ばれている。計算基礎等が毎期決算期末見直されない代わりに、負債の十
分性テスト等27の健全性チェック制度が設けられている。
(3) 会計処理
24 標準責任準備金の対象となる契約のみについて触れている。
25 2007 年 3 月 31 日までに締結した保険契約については、生保標準生命表 1996（死亡保険用）
または生保標準生命表 1996（年金開始後用）の死亡率の欄に掲げる率とし、2007 年 4 月 1 日
以降に締結した保険契約については、生保標準生命表 2007（死亡保険用）、生保標準生命表 2007
（年金開始後用）または第三分野標準生命表 2007 の死亡率の欄に掲げる率とする。
26 予定利率については、10 年利付国債の応募者利回りをもとに年 1 回必要に応じて見直すこ
とが定められており、同告示の計算方法によれば、2013 年 4 月 1 日以降に締結する保険契約
の予定利率は 1.0%となっている。（2013 年 12 月時点）
27 医療保険、がん保険、介護保険などの長期の第三分野保険における責任純金の積立の適切性
を確保するため、ストレステスト及び負債十分性テストが行われている。
22
保険料積立金は、年度中は、保険料積立金の払戻しがあった場合でも、満期保険金、
解約返戻金、その他返戻金など、それぞれの勘定科目で費用処理を行う。保険事故発生
などによる当事業年度の費用の金額の調整は決算期末において、前年度積立額と当事業
年度末に改めて計算された積立額との差額を責任準備金の繰入や戻入として調整し、満
期保険金などの費用科目の修正は行わない。これらの繰入額や戻入額は経常損益として
取り扱われる。
【仕訳例】当年度末要積立額 25,000 円、前年度末残高 20,000 円
（借）責任準備金繰入額 25,000 （貸）責任準備金 25,000
（借）責任準備金 20,000 （貸）責任準備金繰入額 20,000
第２節 2013 年 IASB 再公開草案における保険負債の測定
本節では、IASB/FASB 保険プロジェクトの対象として、2013 年に公表された公開草案
「保険契約」（以下、「2013 年 IASB 再公開草案」とする）を取り上げ、以下の各項にて
触れる。2013 年 IASB 再公開草案以前の議論については、図表 10 にて整理している。
第1項 保険契約
2013 年 IASB 再公開草案では、提案している要求事項について、保険会社として規制さ
れている企業だけでなく、保険契約を発行するあらゆる企業が対象となる。2013 年 IASB
再公開草案では、保険契約を次のように定義している。
保険契約とは、「一方の当事者（発行者）が、他方の当事者（保険契約者）から、所定
の不確実な将来事象（保険事故）が保険契約者に不利な影響を与えた場合に保険契約者に
補償することに同意することにより、重要な保険リスクを引き受ける契約」をいう28。
ここで留意しておきたいのは、保険契約を生命保険や損害保険等に分類せずに包括的に
会計基準を提案していることである。IASB によると、このような包括的な基準を策定す
ることは、過去に開発されてきた多くの重複する会計モデルから複雑性を除去し、企業間、
法域間及び資本市場間で比較可能性を改善するとしている29。
28 IASB（2013）付録 A
29 IASB（2013）para.BC7
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第2項 2013 年 IASB 再公開草案における保険負債の測定30
IASB では、ビルディング・ブロックと呼ばれる構成要素に基づき保険負債を測定する
ことを提案している（ビルディング・ブロック・アプローチ）。2013 年 IASB 再公開草案
で提案されているビルディング・ブロックは①将来キャッシュ・フロー、②割引率、③リ
スク調整（リスク・マージン）31、④契約上のサービス・マージン32となっている。
(1) 当初認識時の測定
① 将来キャッシュ・フロー33
キャッシュ・フローの見積りは、保険契約のポートフォリオの履行に直接関連する
すべてのキャッシュ・インフロー及びキャッシュ・アウトフローを含めなければなら
ない34。それらの見積りは次のようなものでなければならない。
（i）明示的である
（ii）関連性のある市場変数の見積りが当該変数についての観察可能な市場価格と矛
盾しない場合には、企業の視点を反映する。
（iii）企業が当該ポートフォリオの中の保険契約を履行するにつれて生じると見込ま
れるすべてのキャッシュ・インフロー及びキャッシュ・アウトフローの金額、時期
及び不確実性に関するすべての利用可能な情報を、偏りのない方法で織り込む。
（iv）現在のものである（すなわち、当該見積りは、測定日現在で利用可能な情報のす
べてを反映しなければならない）。
（v）当該ポートフォリオの中の各契約の境界線内のキャッシュ・フローを含める。
② 割引率35
30 本論文では、保険料配分アプローチについては対象外とする。保険料配分アプローチとは、
①ビルディング・ブロック・アプローチによる測定の結果と合理的に近似する場合、②保険期
間が１年以内である場合、のいずれかに該当する場合に、適用することができる簡便的なアプ
ローチである（IASB（2013）para.35-40）。
31 リスク調整とは、企業が保険契約を履行するにつれて生じるキャッシュ・フローの金額及び
時期に関する不確実性の負担に対して企業が要求する対価である。
32 契約上のサービス・マージンとは、保険契約の測定の構成要素で、企業が保険契約に基づく
サービスを提供するにつれて認識する未稼得の利益を表すものである。
33 IASB（2013）para.22
34 具体的には、保険料、保険金、支払備金、保険金請求処理費用、新契約費、維持費、取引ベ
ースの税金等が含まれる。
35 IASB（2013）para.25
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企業は、将来キャッシュ・フローの見積りを、当該キャッシュ・フローの特性を反
映した割引率を用いて、貨幣の時間価値について調整することにより、履行キャッシ
ュ・フローを算定しなければならない36。こうした率は、次のようなものでなければ
ならない。
（i）当該保険契約と特性が一致するキャッシュ・フロー（例えば、時期、通貨及び流
動性の点で）を有する金融商品の観察可能な現在の市場価格と整合的である。
（ii）観察可能な市場価格に影響を与えるが当該保険契約のキャッシュ・フローには関
連性のない要因の影響を除外する。
③ リスク調整（リスク・マージン）37
履行キャッシュ・フローを算定する際に、企業は、使用するキャッシュ・フローの
期待現在価値にリスク調整を適用しなければならない。
36 履行キャッシュ・フローとは、企業が保険契約を履行するにつれて生じる将来キャッシュ・
アウトフローの現在価値から将来キャッシュ・インフローの現在価値を控除した金額の明示的
で偏りのない確率加重した見積り（すなわち、期待値）であり、リスク調整を含む。
37 IASB（2013）para.27
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④ 契約上のサービス・マージン38
当該契約を含む保険契約ポートフォリオが当初認識において不利である場合を除い
て、企業は当初認識時に認識した契約上のサービス・マージンを、下記の合計額と同
額かつ反対方向の金額で測定しなければならない。
（i）当初認識時における当該保険契約に係る履行キャッシュ・フローの金額
（ii）カバー期間前のキャッシュ・フロー
以上をまとめたものが図表 8 である。
図表 8 ビルディング・ブロック・アプローチの概要
(2) 事後測定
各報告期間の末日における保険契約の帳簿価額は、次の合計額でなければならない39。
① 履行キャッシュ・フローの現在価値
（i）将来キャッシュ・フローの従前の見積りと実際のキャッシュ・フローとの差額に
ついては、純損益に認識する40。
（ii）リスク調整の変動差額は純損益に認識する。
38 IASB（2013）para.28
39 IASB（2013）para.29
40 IASB（2013）para.B68
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（iii）当初認識時の割引率によって算定された利息は純損益に認識する。
（iv）割引率の見積りの変更による差額は、その他の包括利益に認識する。
② その日現在の契約上のサービス・マージンの残額41
（i）貨幣の時間価値を反映するために、当該報告期間中に契約上のサービス・マージ
ンの帳簿価額に対して発生した利息を加算する。
（ii）将来キャッシュ・フローの見積りの変更による差額については、契約上のサービ
ス・マージンに加減される。ただし、契約上のサービス・マージンは負の値となっ
てはならない。この場合は、純損益に認識する。
（iii）企業は残存する契約上のサービス・マージンを、サービスの移転を最も適切に
反映する規則的な方法で純損益に認識する。
図表 9 事後測定
（出所）あらた監査法人（2013）p.7 に筆者加筆
41 IASB（2013）para.30
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契約上のサービス・
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過去及び現在のサー
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第３節 小括
前節までの結果と 2007 年に IASB から公表された討議資料「保険契約に関する予備的
見解」（以下、「2007 年 IASB 討議資料」とする）と 2010 年 IASB 公開草案「保険契約」
（以下、「2010 年 IASB 公開草案」とする）を含めた比較を行うと図表 10 のようになる。
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図表 10 我が国の標準責任準備金制度と IASB/FASB の保険プロジェクトの相違点
標準責任準備金 2007 年 IASB 討議資料 2010 年 IASB 公開草案 2013 年 IASB 再公開草案
対象 保険会社 保険契約
キャッシュ・フ
ローの範囲
収入：平準純保険料
支出：保険金及び給付金
すべてのキャッシュ・インフロー及びキャッシュ・アウトフローを含める（一部の
例外項目を除く）
キャッシュ・フ
ロー、割引率の
見積り
予定利率：金融庁長官が過去 3 年、
5 年の長期国債の応募者利回りの
平均値をもとに保守的に設定する
観察可能な市場価格と可
能な限り整合的（企業固
有の見積りは許容されて
いない）
割引率：測定日の市場価格と整合的に設定する
その他の市場変数も同様
予定死亡率：日本アクチュアリー会
が作成した金融庁長官が検証した
生命標準生命表、第 3 分野標準生命
表
死亡率：保険者が入手し得る全内部データ及びあらゆる
利用可能な外部データを使用して見積る。
その他の非市場変数も同様
リスク調整 非明示的（安全割増） 明示的（市場参加者の視
点）
明示的（保険会社の視点）
その他のマージ
ン
N/A サービス・マージン（初
日利得を認識する）
残余マージンまたは契約上のサービス・マージン（初日
利得を認識しない）
測定属性 償却原価 現在出口価格 現在履行価値
現在の見積り 契約開始時でロックイン。ただし、
負債の十分性テストは行う。
報告日現在の見積りを使用する（ロックフリー）。
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第４章 IASB/FASB 保険プロジェクト長期化の要因
第１節 IASB/FASB 保険プロジェクトの変遷
IASB の前身である IASC は、保険契約に関する基準書の開発を行うことを決定し、プ
ロジェクトの初期作業を行うために、1997 年に起草委員会を設置した。起草委員会は 1999
年に論点集「保険」（Issues Paper-Insurance）を公表したが、この論点集に対して寄せ
られたコメントの内容を検討し、原則書草案（Draft Statement of Principles: DSOP）と
いう形で IASB に対する報告書を項目ごとに作成し解散した。
2001 年 IASC から基準書の設定主体の地位を引き継いだ IASB は、保険契約の会計基準
について継続審議することを決定し、起草委員会が作成した原則草案書及び論点集「保険」
を参考として検討を開始した。この原則草案書は多くの課題が未解決のままで文章化され
たものであったことから、これを IASB のホームページで一般に公表するに留めた。
保険負債の測定に焦点を当てれば、原則草案書は、金融資産等が IAS 第 39 号「金融商
品：認識及び測定」に従って測定されている間は、保険負債は企業固有価値で測定するべ
きであり、全面的に公正価値測定を求める金融商品会計基準が採用された場合には、保険
負債も公正価値で測定することを検討すべきであるとの立場をとっていた。ただし、原則
草案書では企業固有価値をどの様に算定するかについては必ずしも明確にはしていなかっ
た42。
EU においては 2005 年から IFRS が強制適用されることが決定され、それ以降はより多
くの保険会社が IFRS を使用して財務報告を行うことが想定されたが、2002 年の段階では
未だ認識及び測定を含む保険会計基準の全体像を確定するには至っておらず、2005 年まで
に保険契約にかかる IFRS の開発プロジェクトを完了することは現実的でなかったことか
ら、IASB はこのプロジェクトを 2 つのフェーズに分離して、フェーズ I では当面の暫定
基準を公表することとした。2004 年、IASB は IFRS 第 4 号「保険契約」を公表したもの
の、暫定基準であり一部を除き基本的には現状を追認するものとなっている。
フェーズ II では、恒久基準の策定を目指し、2007 年 IASB 討議資料が公表された。2007
年 IASB 討議資料では、保険負債の測定属性として現在出口価格を提案していたものの、
その後のコメント・レターの分析等により 2010 年 IASB 公開草案以降では現在履行価値
へと測定属性が変わった。さらに、2013 年 IASB 再公開草案では、2010 年 IASB 公開草
42 有限責任監査法人トーマツ（2011）p.4-5
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案を踏襲しつつ、純損益のボラティリティの問題の解消を中心とした改定が提案されてい
る。
図表 11 IASB/FASB 保険プロジェクトの変遷
1997 年 4 月 旧 IASC で起草委員会設置承認（同年 12 月、第 1 回起草委員会開催）
1999 年 12 月 起草委員会は、論点集「保険」（Issues Paper-Insurance）を公表
2001 年 11 月 IASB で継続審議を開始。起草委員会は、同年末から順次原則書草案
（Draft Statement of Principles, DSOP）を公表
2002 年 5 月 IASB は、プロジェクトをフェーズⅠとフェーズⅡに分離
2003 年 7 月 公開草案第 5 号「保険契約」を公表（フェーズⅠ）
2004 年 3 月 IFRS 第 4 号「保険契約」を公表（フェーズⅠ）
2007 年 5 月 IASB が討議資料（IASB）を公表
2008 年 10 月 FASB が、IASB の保険プロジェクトに参加することを決定
2010 年 7 月 IASB が公開草案を公表（フェーズⅡ）
2010 年 9 月 FASB が討議資料（FASB）を公表
2010 年 11 月 IASB と FASB は公開草案に対するコメントをもとに合同でラウンドテ
ーブルを実施
2013 年 6 月 IASB が再公開草案を公表
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（出所）有限責任監査法人トーマツ（2011）p.3 に筆者加筆
第２節 会計上のミスマッチの観点からの考察
IASB では、多くの財務諸表利用者が保険会社における会計上のミスマッチの解消を望
んでいることを受け、「いかなる会計上のミスマッチも生じさせず、すべての経済的ミス
マッチを報告するモデルこそが保険負債の理想的な測定モデル」であるとしている43。そ
もそも会計上のミスマッチとはどういった概念であろうか。2010 年 IASB 公開草案では会
計上のミスマッチを次のように定義している。「会計上のミスマッチとは、経済状況の変
化が資産・負債に与える影響が同程度でありながら、異なる測定属性を適用しているため
に、それらの資産・負債の帳簿価額が経済状況の変化に等しく反応していない場合に生じ
るミスマッチ」をいう44。
一方で、会計上のミスマッチという概念は保険会計のみではなく、他の金融商品会計の
分野でも用いられている。IFRS 第 9 号によると、「会計上のミスマッチとは、資産・負
債の測定またはそれらに係る利得・損失の認識を異なる基礎で行うことから生じるであろ
う測定または認識の不整合」をいう45。
これら２つの定義を比べてみた場合、2010 年 IASB 公開草案では、資産・負債の測定属
性のミスマッチのみに焦点を当てているのに対し、IFRS 第 9 号では、資産・負債の測定
属性のミスマッチに加えて、損益の認識のミスマッチについても言及している。しかしな
がら、公表されている結論の背景等の文脈から判断する限り、保険契約では損益の認識の
ミスマッチも暗黙のうちに含まれていると解される46。そのため、会計上のミスマッチに
ついては、IFRS 第 9 号の定義に則った考察を本節では行っている。
2010 年 IASB 公開草案に対するコメントでは、保険のビジネスモデルは ALM に依存し
ており、当該管理を反映することを失敗した結果として保険会社に資産・負債及び損益の
ボラティリティが生じると指摘している47。従来から指摘されてきた保険契約において会
計上のミスマッチが生じる主な要因は、利付の金融資産を公正価値で測定する一方で、保
険負債については現在の利子率を反映しない方法で測定するものである。そのため、金融
43 IASB（2007）paras.176-179
44 IASB（2010a）para.BC172
45 IASB（2010b）para.4.5
46 IASB（2010a）para.BC174,178
47 IASB（2011a）paras.2-3
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資産の帳簿価額が変動する一方、保険負債の帳簿価額は変動しないことになり、公正価値
の変動額を純損益とする金融資産に関しては貸借対照表または損益計算書上で会計上のミ
スマッチが生じることになる48。
保険会社の財政状態及びリスク管理状況に関わる正確な情報を伝え、不必要な資産・負
債及び損益のボラティリティを緩和させるためにも、会計上のミスマッチの解消は重要な
問題であると考えられる。そこで、本節では、会計上のミスマッチという観点から
IASB/FASB の保険プロジェクトに関する議論が長期化した点について金融資産に関する
議論も含めて時系列順に考察していく。
図表 12 金融資産と保険契約プロジェクトの時系列比較
金融資産 保険契約
1997 年 討議資料「金融資産及び金融負債の
会計処理」の公表（全面公正価値を
標榜）
1999 年 IAS 第 39 号の公表（混合属性アプ
ローチ）
論点集「保険」の公表
2000 年 JWG が「金融商品及び類似項目」
を公表（全面公正価値を標榜）
2001 年 原則草案書の公表
2004 年 IFRS 第 4 号の公表（フェーズ 1）
2007 年 討議資料の公表（現在出口価値）
2008 年 討議資料「金融商品の報告における
複雑性の低減」の公表（長期的には
全面公正価値を目指すが、迅速に簡
素化も必要）
2009 年 IFRS 第 9 号の公表
2010 年 公開草案の公表（現在履行価値）
2012 年 IFRS 第 9 号の限定的修正
2013 年 再公開草案の公表
48 IASB（2007）para.178
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第1項 1999 年 IASC 起草委員会設置から 2007 年 IASB 討議資料までにおける会計上のミ
スマッチ
IASC が論点集「保険」を公表した 1999 年当時は、保険契約の定義を「一方の当事者
（保険者）が他方の当事者（保険契約者）に対し、特定の、不確実な将来の事象（特定
の金利、株価、商品価格、為替相場、インデックス、格付けなどの変動のみを対象とす
る場合を除く）が発生した場合に支払いを行うことを同意することによって保険リスク
を引き受ける契約」としたうえで、保険契約から発生する資産及び負債についていかな
る会計処理を適用すべきか、という議論がなされていた。また当時、共同作業部会（JWG）
で議論されていた金融商品の全面公正価値測定の適用が採択されることとなった場合
には、保険契約から生じる保険負債についても公正価値測定を適用すべきであるとして
いた49。このような考え方は、IASB にも引き継がれ、2001 年の原則草案書以降にも引
き継がれている。
対応する資産側では、1999 年に IASC は、IAS 第 39 号「金融商品：認識及び測定」
を公表している。金融商品に関する国際的な会計基準の開発が早急に求められており、
IAS 第 39 号は暫定的に定められたものと意識されている50。IAS 第 39 号では、金融資
産をいわゆる混合属性アプローチと呼ばれる、以下の４つに区分したうえで、当初認識
後の測定を定めている。
①損益を通じて公正価値で測定する金融資産
②満期保有投資
③貸付金及び債権
④売却可能金融資産
保険負債に対応する金融資産としては、②満期保有投資及び④売却可能金融資産が主
に該当するが、②では償却原価で測定し、④では公正価値で測定したうえで、評価差額
については、OCI に計上することになっている。
IAS 第 39 号は前述したように、暫定的に定められたものであり、公表前の 1997 年の
討議資料「金融商品及び金融負債の会計処理」及び公表後の 2000 年 JWG による「金融
49 IASC（1999）para.164
50 秋葉（2012）p.268
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商品及び類似項目」でも見られるように、将来的には全面的な公正価値評価を適用し、
差額については損益に計上されることが考えられていた。
そのような考えのもと、保険負債についても会計上のミスマッチを削減するために公
正価値を基礎とした測定がなされるべきであると考えられ、2007 年 IASB 討議資料では、
公正価値とほぼ同一の概念と解される現在出口価値が提言された。したがって、資産負
債共に公正価値で測定し、差額を損益に計上することによって会計上のミスマッチ（す
なわち、測定属性のミスマッチ及び損益の認識のミスマッチ）を回避することが考えら
れていたといえる。
しかしながら、保険負債には流動的で効率的な市場が存在しないため、ほとんど移転
することはできないものと考えられるが、そのような負債について、仮想的な市場での
取引に基づいて現在出口価値を算定することに意義があるかどうか疑問である等とい
った批判が各国から寄せられ、現在出口価値の概念的及び実行上の問題から頓挫するこ
ととなった。
第2項 2010 年 IASB 公開草案における会計上のミスマッチ
会計上のミスマッチの観点から見た場合、JWG の提案が棄却された時点で保険負債
の公正価値測定について一定の修正がなされるべきであったと考えられる51。一方で、
2008 年討議資料「金融商品の報告における複雑性の低減」にみられるように、近年でも
金融商品の全面公正価値の議論が再浮上してきていた。
しかし、その後リーマンショックを起因とする金融危機の間に提起された懸念とも相
まって、「IASB はすべての金融資産を公正価値で測定することは、金融商品の財務報
告を改善する最も適切なアプローチではないと判断した」52とし、2009 年に公表された
IFRS 第 9 号では、公正価値及び償却原価で金融資産を測定するものとし、特にビジネ
スモデルと契約条件の要件を満たしたものについては、償却原価で測定するものしてい
る。保険会社に照らし合わせた場合、保有する金融資産は契約キャッシュ・フローの回
収と売却の両方を目的としたものが多く、公正価値または償却原価のいずれに該当する
かの判断は難しいものと考えられる。しかしながら、会計上のミスマッチ軽減の点から、
実質的には公正価値で測定せざるを得ないと考えられる。
51 羽根（2012）p.163
52 IASB（2009）BC4.6
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一方で、負債側は、前述したように 2007 年 IASB 討議資料に対する批判を受け、2010
年 IASB 公開草案では、現在出口価値を測定属性とすることを止め、「現在履行価値（又
は履行キャッシュ・フローの現在価値）」と称される測定属性が提案されている。2010
年 IASB 公開草案の提案によると、現在履行価値を用いた場合、報告期間毎に再測定を
行い、差額を損益に計上することとしている。
以上を踏まえると、会計上のミスマッチを軽減させるためには、2010 年 IASB 公開草
案による負債側の損益の認識と合わせるように、2009 年に公表された IFRS 第 9 号によ
って資産側も公正価値で評価せざるを得ないということになる。
現在履行価値は、公正価値と同じ測定属性ではない。報告期間の末日に再測定を行う
という点で同一であるが、公正価値は市場整合的な変数を用いて算定される一方、現在
履行価値は市場整合的な変数の他に企業固有の見積りを用いるという点で異なってい
る。また、2010 年 IASB 公開草案の方法によって会計処理を行った場合、負債の再測定
による差額のうち、保険会社の業績とは関係のないと考えられる割引率の見積りの変更
の要素が純損益で認識されてしまい、さらに、純損益のボラティリティが増加すること
になる。2010 年 IASB 公開草案に対するコメントの多くはこの点について懸念を示した
ため、2013 年 IASB 再公開草案においては改定されることとなった。
第3項 2013 年 IASB 再公開草案における会計上のミスマッチ
2010 年 IASB 公開草案の公表後、IASB では保険負債の側だけなく対応する金融資産
の測定の見直しを行った。その結果、IASB では 2012 年に IFRS 第 9 号の限定的修正案
を公表することとなった。限定的修正案では、従来の区分に加えて、（利息費用を除き）
OCI を通じて公正価値で測定する区分（FVOCI）の導入を提案している。この区分に該
当するためには、①契約キャッシュ・フローを回収と売却の両方の目的で管理されてい
るビジネスモデルで保有されていること、②当該資産の契約条件において、元本・利息
の支払い日が定められていること、の２要件を満たす必要がある。保険会社が保有する
金融資産の多くは当該区分に該当することになると思われる。
一方、負債側はというと、2013 年 IASB 再公開草案では、2010 年 IASB 公開草案と
同じく現在履行価値による測定を提案している。したがって、測定属性の点で一部不一
致が見られるという点に変わりはないが、変更があった主な点は以下のとおりである。
① 前述の通り純損益にボラティリティが生じる問題を解決するため、業績に関係な
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い一部の割引率の見積りの変更による差額については、OCI に計上することとし
ている。
② 履行キャッシュ・フローのうち、リスク調整の再測定差額については純損益のま
まであるが、将来キャッシュ・フローの見積りの変更については契約上のサービ
ス・マージンに加減されることとなった。
この結果、再測定の差額については、資産側が FVOCI の場合、利息費用を除き OCI
に計上されるのに対し、負債側については OCI と純損益、非計上（負債を構成する契約
上のサービス・マージンに加減するため）の３つとなるため、損益の認識という観点か
らは 2010 年 IASB 公開草案に比べて不一致が生じていると言える。
代わりに 2010 年 IASB 公開草案で問題とされていた長期業績指標としての純損益と
いう点については、資産側と負債側の両方において OCI への計上という変更によって、
問題の軽減が図られていると言える。
第4項 我が国における会計上のミスマッチへの対応
IASB が 2013 年 IASB 再公開草案に至るまでは、負債側から資産側の処理を規定しな
いとの方針を貫いてきたのとは対照的に、我が国では資産側の処理を負債側に合わせる
ことで会計上のミスマッチの解決が図られてきた。その中心となっているものが責任準
備金対応債券である。
責任準備金対応債券とは、「金利変動要因で時価が変動する債券であって、一定の要
件を満たすもの」53をいう。我が国における責任準備金は、契約時に固定された予定利
率等によって積み立てられている。このような負債面の特性に対応して、保険契約債務
の支払能力の確保や経営の健全性を確保する観点から、資産面においても、長期運用と
りわけ長期の債券を保有する割合が高いという特性を有している。しかし、現実の市場
においては、長期の保険期間に対応した債券が少ないため、保険会社は、残存期間が短
くなった債券を長期の債券と入れ替わることによって、負債の特性に対応した金利リス
ク管理を行っている54。このように、我が国の保険会社でも契約キャッシュ・フローの
回収と売却の双方を目的として金融資産を保有していることが多く、我が国の現行の金
融商品会計基準に照らした場合、このような金融資産はその他有価証券に区分されると
53 日本公認会計士協会（2000）5.(5)
54 有限責任あずさ監査法人（2012）p.253-254
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考えられる。金融商品会計基準をそのまま適用する場合、金融資産は公正価値で測定さ
れ、差額は OCI に計上されることになる。一方で、責任準備金については、契約時に固
定された予定利率等を用いるため、過去の金額を基づいて計上されることとなる。した
がって、保険会社が資産負債の金利リスクを適切に管理している場合であっても、会計
上のミスマッチが生じることとなる。そこで、我が国ではこのような事態へ対応するた
めに金融商品会計基準によらず責任準備金対応債券という区分を設け、償却原価法に基
づく会計処理を行っている場合には、当面の間、監査上妥当なものとして取り扱うこと
ができるものとされた。
責任準備金対応債券を用いた場合の会計上のミスマッチについて前項と同様に検討
してみる。まずは、測定属性についてであるが、資産側・負債側ともに償却原価であり、
一致していると言える。続いて、損益の認識についても、資産側・負債側ともに期末に
利息費用についてのみ損益に計上されるため、一致していると言える。また、契約当初
の計算基礎を原則として用いるロックイン方式であるため、純損益のボラティリティと
いう問題は少ないと考えられる。
第5項 会計上のミスマッチと長期化の要因
前項までを踏まえると、我が国と IASB/FASB では会計上のミスマッチの問題を解決
するために異なった方法を採っていることが伺える。我が国では、負債側から対応する
資産側の処理を部分的に規定しているのに対し、IASB/FASB では、負債側から資産側
の処理をまったく規定しないとしていたことである。最終的に負債側から資産側の処理
を限定的修正という形で規定した提案になったものの、この事が議論の幅を狭める原因
となっていたのではないだろうか。第１章で述べたように、保険会社の経営は ALM に
依存しており、資産・負債の両方を同時に考慮するのは、ある意味自然の事であると言
える。
以上、会計上のミスマッチという点から資産・負債の両面から IASB/FASB の議論を
概観してきた。前述のように、IASB/FASB が保険負債の測定属性として理想的とする
のは「いかなる会計上のミスマッチも生じさせず、全ての経済的ミスマッチを報告する
モデル」であるが、公表物が進むにつれて、総体として会計上のミスマッチは軽減され
るというよりはむしろ拡大しているように思われる。これは保険負債の測定属性の決定
にあたり、会計上のミスマッチの軽減以上に優先されるべき点が別にあるからではない
38
だろうか。この点について続く第 5 章で検討を行う。
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第３節 収益認識プロジェクトとの関連からの考察
保険契約プロジェクトと収益認識プロジェクトの変遷を概観したものを以下に示して
いる。本節では、保険者は保険サービスを提供し収益を計上していくため、保険契約の各
公開草案に応じて、各収益認識プロジェクトの公表物との関連を検討している。
図表 13 収益認識と保険契約プロジェクトの時系列比較
収益認識 保険契約
2008 年 討議資料「顧客との契約における収
益認識についての予備的見解」の公
表
2010 年 公開草案「顧客との契約から生じる
収益」の公表
公開草案「保険契約」の公表
2011 年 再公開草案「顧客との契約から生じ
る収益」の公表
2013 年 再公開草案「保険契約」の公表
第1項 2010 年 IASB 公開草案と収益認識
2010 年 IASB 公開草案では、保険契約から生じる収益及び費用を表示するための以下
の２つのアプローチを提案していた。
(1) マージン・アプローチ
リスク調整の変動と残余マージンの解放を業績指標として表示する55。このアプロー
チによると、保険契約に関連するすべてのキャッシュ・インフローを保険契約者から受
け取った預り金として取り扱う。一方、すべてのキャッシュ・アウトフローを保険契約
者への返戻として取り扱う。これらのキャッシュ・フローに直接関連する保険料及び保
険金等といった項目は収益及び費用として包括利益計算書に表示しないため、「要約マ
ージン・アプローチ」と呼ばれている56。
55 IASB（2010a）para.72(a)
56 IASB（2010a）para.BC160
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図表 14 要約マージン・アプローチによる包括利益計算書
リスク調整
残余マージンの解放
×××
×××
引受マージン ×××
実績調整
キャッシュ・フローの見積りの変更による影響
当初認識時の損失
非増分新契約費
×××
×××
×××
×××
引受結果 ×××
保険負債に係る利息
割引率の見積りの変更による影響
×××
×××
正味利息 ×××
… …
包括利益 ×××
（出所）有限責任監査法人トーマツ（2011）p.201 に筆者加工
(2) 保険料アプローチ
保険料アプローチには、以下の２つの考え方がある57。
① 「引受保険料」アプローチにおいては、受取保険料は受領可能な時点で収益とし
て表示され、同時に、対応する保険負債の増加が費用として計上される。多くの
現行の会計モデルが、このアプローチを生命保険契約に適用している。
② 保険料の配分（又は「経過保険料」）に基づくアプローチでは、受取保険料は、保
険事故発生前債務（「未経過保険料」）として財政状態計算書において表示される
（すなわち履行義務として）。保険者が保険カバーを提供することにより契約に基
づく履行を行うにつれ、責任準備金は解放され、包括利益計算書において保険料
収益として認識される。多くの現行の会計モデルが、このアプローチを損害保険
契約に適用している。
57 IASB（2010a）para.BC167
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IASB では、以下の点からマージン・アプローチを支持していた58。
(1) 財政状態計算書においては保険負債の測定アプローチと明確に結びつく。多くの
現行モデルでは、このような結びつきを説明できていない点は、重要な欠陥である。
(2) 保険料を預り金と同じ方法で処理するため、預り金の受取を保険料からアンバン
ドルする必要がなくなる。多くの長期の生命保険契約は、預り金の要素を含んでい
る。預り金と保険料を区別することは、一部の契約について恣意的になる虞がある。
また、保険料アプローチは、以下の点から一部の短期契約の責任準備金を除いて、保
険者が保険料アプローチを表示に適用することは提案しなかった59。
(1) 引受保険料モデルについて、保険料支払パターンは、契約期間中に保険者から提
供されるサービスを反映しない可能性がある。したがって、引受保険料アプローチ
は保険契約以外の契約についての収益の認識及び表示に関する現行実務、及び 2010
年公開草案「顧客との契約から生じる収益」で提案されているモデルと整合的では
ない。
(2) 保険料又は保険料の一部の配分は、一部の種類の保険契約にとって本質的に困難
である。
(3) 保険料アプローチは、保険契約の測定を構成するビルディング・ブロックの変動
を反映しない。
2010 年公開草案で提案されていたマージン・アプローチによった場合には、2010 年
公開草案「顧客との契約から生じる収益」とは整合的にはならない。すなわち、保険契
約者から受け取る対価総額の一部、つまり当初認識時のリスク調整及び残余マージンの
解放のみを収益とするため、取引価格（顧客対価）に基づく収益測定の点で異なってい
ると言える。一方で、保険契約から生じる権利及び義務の組み合わせを、一連のキャッ
シュ・インフローとアウトフローを基礎とする保険契約資産又は負債の測定と整合する
ように、単一の保険契約資産又は負債として財政状態計算書に表示することを、提案し
ていた60。このような表示は、権利及び義務の組み合わせを、単一の契約資産又は負債
を生じるものとして扱っている 2010 年 IASB 公開草案「顧客との契約から生じる収益」
58 IASB（2010a）para.BC162
59 IASB（2010a）para.BC168
60 IASB（2010a）para.BC156
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における提案と整合的である。
第2項 2013 年 IASB 再公開草案と収益認識
2010 年公開草案に対しては以下のようなコメントが寄せられた61。
(1) マージン・アプローチによると、保険料、保険金及び費用に関する情報を当期の
純損益及びその他の包括利益計算書から省略されることとなる。当該情報は注記情
報だけで提供されることとなる。
(2) 保険契約を発行する企業の財務諸表は、包括利益計算書が総額での業績に関する
情報を提供するとした方が、理解可能性と他の企業との比較可能性が高まる。総額
での業績の首尾一貫した測定値は、保険契約を発行する企業間での比較可能性を高
めることになる。さらに、財務諸表利用者の多くが、総額での業績に関する情報を
提供するための測定値を使用している。2013 年 IASB 再公開草案では、その測定値
を保険契約収益と呼んでいる。
その結果、IASB は、保険契約収益の測定は 2011 年 IASB 再公開草案「顧客との契約
から生じる収益」の一般的原則と概ね整合的なものとすべきであるとし、2013 年 IASB
再公開草案では、保険契約に関連する収益及び発生保険金等を総額で表示することを提
案している。すなわち、保険契約収益は、保険契約から生じた約束したサービスの移転
を、企業が当該サービスと交換に権利を得ると見込んでいる対価を反映する金額で描写
しなければならない62。この際、投資の要素の除き63、残存保険期間に係る負債の期首
と期末の差額により、保険契約収益の金額は測定される64。また、保険契約収益は当期
の保険金及びその他の費用、リスク調整の変動、純損益に認識した契約上のサービス・
マージンの合計額としても表現できるとしている65。したがって、保険契約収益の合計
額と時間価値を調整した受取保険料の合計額とは一致することになる66。
61 IASB（2013）paras.BC74-75
62 IASB（2013）para.56
63 例えば、解約返戻金のように、たとえ保険事故が発生しなかった場合でも保険者が保険契約
者に返済することを保険契約が要求する投資要素は、銀行における預金と類似の性質を有する
と考えられるため、これを保険契約収益に含めて表示することは財務業績の表示の観点から必
ずしも適切ではないと考えられる（ASBJ（2013）para.29）。
64 IASB（2013）para.B88
65 IASB（2013）para.B90
66 IASB（2013）para.BC77
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IASB の考えでは、この提案は 2011 年 IASB 再公開草案「顧客との契約から生じる収
益」の中心的な原則と整合的であるとし、履行義務の充足につれて収益認識していくも
のとしている67。しかしながら、時間価値を調整しているという点で取引価格（顧客対
価）に基づく収益測定という点で異なっていることになる。
図表 15 収益認識と保険プロジェクトとの整合性
2010 年 IASB 公開草案 2013 年 IASB 再公開草案
保険契約に関連する収益 リスク調整の変動、残余
マージンの解放
保険契約収益（残存保険期間の
負債の期首と期末の差額、また
は、当期の保険金等、リスク調
整の変動、純損益に認識した契
約上のサービス・マージンの合
計額）
取引価格（顧客対価） × △（時間価値調整後）
損益計算書及び包括利益
計算書における総額表示
× △68
各期間を別個の履行義務
とするか、契約全体を単
一の履行義務とするか
契約全体を単一の履行義
務
契約全体を単一の履行義務
財政状態計算書における
純額表示
○ ○
第3項 収益認識プロジェクトと長期化の要因
前項まででみたように、本節では収益の表示の観点からの考察を行った。2010 年 IASB
公開草案で提案されていた要約マージン・アプローチの考え方は、保険負債の測定方法で
あるビルディング・ブロック・アプローチと紐づいた保険契約プロジェクト特有の考え方
であった。しかしながら、要約マージン・アプローチは収益認識プロジェクトにおける表
示の考え方と整合的ではなかった。また、企業間比較の観点からも問題があった。そのた
67 IASB（2013）para.BC79
68 取引価格（顧客対価）に基づく収益測定を正確に行おうとするならば、もうひと工夫が必要
とされる（秋葉（2013）p.30-31）。
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め、2013 年 IASB 再公開草案では、収益認識プロジェクトと整合させるべく、保険契約に
関連する収益及び発生保険金等を総額で表示することを提案している。
この事は保険契約自体が特有のものであるという考えからの変化を意味しているとい
える。しかし、保険契約プロジェクトと収益認識プロジェクトの双方で、保険契約と他の
契約についての整理はまだ行われていない。収益認識プロジェクトとの結びつきを考える
のであれば、ひとまず上記の整理が必要ではないだろうか。このような整理がない中での
整合を目指すのであれば、更なる長期化の原因になりうるであろう。
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第５章 測定属性についての考察
第 1 節 会計上のミスマッチと測定属性
第４章で述べたように、IASB/FASB では「理想的な測定モデル」は「すべての経済的
ミスマッチを報告し、いかなる会計上のミスマッチも生み出さないモデル」としている。
しかしながら、議論が進むにつれて、会計上のミスマッチは軽減というより拡大している
ように思われる。第４章では、会計上のミスマッチのみに着目して考察を行ったが、本節
では、「理想的な測定モデル」であるためのもう一つの要件である経済的ミスマッチの報
告についても検討する。
2010 年 IASB 公開草案によると、「経済的ミスマッチ」とは、資産・負債の価値または
資産・負債から生じるキャッシュ・フローが、経済状況の変化に対して異なる反応をする
ときに発生するミスマッチをいう69。
ここで、会計上のミスマッチと経済的ミスマッチとの関係を考えてみる。経済的ミスマ
ッチと会計上のミスマッチとの関係は、経済的ミスマッチの報告の方が優先的であると考
えられる70。経済的ミスマッチを適時に報告するには、資産・負債の現在の経済状況の変
化を反映した測定属性（公正価値など）によって、毎期再測定されることが要請されるこ
とになる71。したがって、会計上のミスマッチを軽減できる手段として選択できる測定属
性は、測定日時点における資産・負債の価値を測定できるものに限定される。会計上のミ
スマッチを解消するだけであるならば、資産・負債の測定属性または再測定差額の認識を
合わせることで良い。例えば、我が国における責任準備金及びその対応債券のように資産・
負債をともに償却原価評価してもよい。しかしこの場合は会計上のミスマッチの問題は生
じないが、経済的ミスマッチ報告の観点からは問題があると言える。
同様に、経済的ミスマッチの報告の点から我が国の標準責任準備金制度、2007 年 IASB
討議資料、2010 年 IASB 公開草案、2013 年 IASB 再公開草案について整理したものが図
表 16 である。図表 16 では、対応する資産側の処理として、2007 年 IASB 討議資料及び
2010 年 IASB 公開草案では FVTPL の処理を、2013 年 IASB 再公開草案では FVOCI の処
理を前提として比較を行っている。
69 IASB（2010a）para.BC172[a]
70 羽根（2012b）p.22
71 秋葉（2011）p.44-47
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図表 16 経済的ミスマッチ、会計上のミスマッチ及び長期業績指標としての純損益の観点か
らの比較
標準責任準備金 2007年 IASB討
議資料
2010年 IASB公
開草案
2013 年 IASB
再公開草案
資産側の評価基準 日本公認会計士
協会「会計上及び
監査上の取扱い」
IAS 第 39 号 IFRS 第 9 号 IFRS 第 9 号
（限定的修正）
経済的ミスマッチ × ○ ○ ○
会計上のミスマッチ
（測定属性）
（損益の認識）
○
○
○
○
△72
○
△73
△72
長期業績指標としての純
損益74
○ × × △72
ここで特筆すべきは、経済的ミスマッチの報告と会計上のミスマッチの軽減を満たして
いる 2007 年 IASB 討議資料の提案（あるいは 2013 年 IASB 再公開草案よりも会計上のミ
スマッチの点で優れている 2010 年 IASB 公開草案の提案）が採用されず、会計上のミス
マッチの点で劣りながら純損益の長期業績指標性の点で優れている 2013 年 IASB 再公開
草案が提案されていることである。
羽根[2012b]によると、「経済的ミスマッチの報告と会計上のミスマッチの軽減」、すな
わち、資産と負債をマッチングすることの意義は、①資産・負債の経済状態の報告、②資
産・負債及び損益のボラティリティの平準化にあると考えられる。この点から考えると、
主として、①資産・負債の経済状態の報告は「経済的ミスマッチの報告」によって達成さ
れ、②資産・負債及び損益のボラティリティの平準化は「会計上のミスマッチの軽減」に
よって達成されると考えられる。更に、②資産・負債及び損益のボラティリティの平準化
72 第 4 章第 2 節第 2 項参照
73 第 4 章第 2 節第 3 項参照
74 保険会社の長期的な業績と無関係なものが純損益に含まれていないかどうかを意味してい
る。
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のうち、資産・負債のボラティリティの平準化は、「会計上のミスマッチの軽減」のうち
「測定属性の一致」によって解決され、損益のボラティリティの平準化は「損益の認識の
一致」によって解決されるものと考えられる。
IASB による会計上のミスマッチの軽減方法の変遷を鑑みる限り、資産及び負債のボラ
ティリティの平準化から、損益のボラティリティの平準化へと議論が優先されていったこ
とが伺える。加えて、2013 年 IASB 再公開草案では、特に長期業績指標としての純損益が
有用であるかどうかに主眼が置かれている。
一方で、2013 年 IASB 再公開草案の提案によっても、新たな問題が生じるという指摘が
ある。これは図表 16 でみたように、会計上のミスマッチの点で劣っていることに起因す
る問題である。例えば、企業の ALM 管理において保有する資産と保険契約負債とのデュ
レーションのミスマッチについて金利スワップ等を用いて縮小させようとする場合、デリ
バティブ契約が FVTPL で測定されて評価差額が純損益に表示される一方、履行キャッシ
ュ・フローの再測定差額の一部が OCI に表示されることになる。このような場合、新たな
会計上のミスマッチが生じてしまうことになる75。このような問題に対応するための対策
としては次の２通りの方法が考えられる。
第一に、一定の条件が満たされる場合、保険負債の割引率の見積りの変動の影響を純損
益に計上することも可能にするという方法である。ただし、これにより会計上のミスマッ
チを総体として軽減することができるが、長期業績指標としての純損益の有用性が低下す
る可能性がある。2013 年 IASB 再公開草案の主眼は純損益の長期業績指標性であり、この
方法がとられた場合、2013 年再公開草案の意図とは逆の方向へと進むことになる。したが
って、この方法がとられる可能性は低いと考えられる。
第二に、IASB の「理想的な測定モデル」の考えを徹底する方法である。すなわち、将
来キャッシュ・フロー及び割引率の見積りの変更をともに OCI に計上し、契約上のサービ
ス・マージンについても再測定し OCI に計上する方法である。この場合、新たに対応する
資産側のデリバティブ契約も OCI に計上することで、会計上のミスマッチという問題はほ
ぼ解決するであろう。また、長期業績指標としての純損益という問題も解決できると考え
られる。しかしながら、IASB では、現時点で OCI とリサイクリングについての一般的な
原則はなく、報告に複雑性をもたらす可能性がある。また、この方法によった場合、負債
側から資産側の処理を決定することを避けることで業種固有の処理を極力なくし比較可能
75 ASBJ（2013）第 17 項
48
性を高めるという本会計基準の本来の目的に反する可能性もある。したがって、何が保険
にとって固有の要素であるのかという本質的な問題に回帰して、慎重に検討する必要があ
るだろう。
いずれにせよ、IASB の公表物での会計上のミスマッチという概念での優先事項が「資
産・負債のボラティリティの平準化」から「損益のボラティリティの平準化」へと変遷し
てきていることは確かである。更に、2013 年 IASB 再公開草案の段階では、純損益を長期
業績指標として位置付け、意思決定に関連するものとして会計情報としての優位性を与え
ている。その結果、当初の「経済的ミスマッチを報告し、会計上のミスマッチを軽減した
測定モデル」には必ずしもなっていない。仮に、会計上のミスマッチの軽減という観点か
ら測定属性を規定するという立場を貫くのならば、保険契約の範囲のみならず、再度、会
計上のミスマッチ及び利益概念についての整理が必要であるだろう。
第 2 節 収益認識プロジェクトと測定属性
収益認識プロジェクトでは、現在まで主たる測定属性として、２つのモデルが検討されて
きた。収益認識プロジェクトの開始から 2005 年 5 月以前は、履行義務の測定属性として
公正価値を利用した「測定モデル」が検討されてきた。しかし、その後は財・サービスの
提供時に受け取ると期待される顧客対価額を採用する「顧客対価モデル」が中心的に議論
されている。２つのモデルについて、整理したものが
49
図表 17 である。
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図表 17 測定モデルと顧客対価モデル
測定モデル 顧客対価モデル
企業にとっての価値 出口価額 入口価額
履行義務の金額 現在出口価値 顧客対価額
契約時
契約時の測定 現在出口価値で、契約における既
存の権利及び義務を測定する
・受取対価または受取可能対価により
契約における権利を測定する
（複数の履行義務から構成される場
合、受取対価または受取可能対価は、
財・サービスの分離した販売（契約）
価格に基づく特定の履行義務に配分
される）
契約時に収益が発生
するか
する（「権利の現在出口価値＞義
務の現在出口価値の場合」）
しない
契約後
契約後の測定 現在出口価値で、契約における既
存の権利及び義務を測定する
・受取可能な対価額により既存の権利
を測定する
・受取対価または受取可能対価により
既存の義務を測定する
財・サービスの提
供前の価額変化によ
り、履行義務の簿価
も変化するか
する（提供された財・サービスの
現在出口価値が変化した場合）
しない（不利な（onerous）契約であ
ると判断されない場合）
いつ収益は認識され
るか
履行義務が果たされたとき（財・
サービスが顧客に移転すること）
履行義務が果たされたとき（財・サー
ビスが顧客に移転すること）
どのように収益額が
決定されるか
履行義務が果たされた時の現在出
口価値を参照する（当期に提供さ
れた財・サービスの現在価値）
はじめに履行義務に配分された契約
対価を参照する（当期に提供された
財・サービスに帰属する契約対価額）
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（出所）小川（2009）p.82 に筆者加筆
保険契約プロジェクトは、収益認識プロジェクトの対象外とされているが、第 4 章第 3
節で考察したように、実際は収益認識プロジェクトと整合的となるように調整が図られて
きたと言える。そこで、本節では収益認識プロジェクトでの提案（測定モデル及び顧客対
価モデル）と、保険契約プロジェクトでの提案（現在出口価値及び現在履行価値）とを比
較して考察する。
第1項 測定モデルと現在出口価値
IASB と FASB は 2002 年から共同で収益認識プロジェクトに取り組んでいる。当該プ
ロジェクトでは、IASB 概念フレームワークと整合的な資産・負債の変化による収益認識
モデルの開発に努めてきた77。2005 年までは、公正価値による資産・負債の測定を行うモ
デルを中心に議論されていたが、その後、顧客対価により資産・負債を測定するモデルも
俎上に載せられてきた。2007 年 IASB 討議資料が出されたのは、両方のモデルについて議
論されていた時期である。
2007 年 IASB 討議資料で提案された現在出口価値は、収益認識プロジェクトの測定モデ
ルと整合的な測定属性であるが、第 4 章で述べたように、測定属性として採用されること
にはならなかった。測定モデルによると、契約上の履行義務から解放されているか否かに
関わらず、契約の時点でも約定に基づく受取対価が履行義務の価値を上回ると見込まれる
場合は、その差額が収益として認識される。いわゆる初日利得が生じることになる。これ
は、2007 年 IASB 討議資料で提案された現在出口価値についても同様であり、保険契約に
関する活発な市場が存在するとは言えない状況下で、契約時に損益を認識することがレリ
バントであるかは判断できない等の意見78により否定されることとなった。
第2項 顧客対価モデルと現在履行価値
前項の経緯のように、収益認識プロジェクトでは測定モデルの適用は否定され、顧客対
価モデルへと議論が移行していった。第 4 章第 3 節で検討したように、保険契約について
の最新の公表物である 2013 年 IASB 再公開草案では、表示の点に関しては、2010 年 IASB
77 辻山（2008）p.44
78 ASBJ（2007）第 11 項
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公開草案と比べて顧客対価モデルに近い提案が図られていると言える。
一方、測定属性に関してはどうであろうか。結論から述べると、顧客対価モデルと現在
履行価値とは、部分的にしか類似していないといえる。以下では、類似点と相違点につい
て説明を行っている。
(1) 類似点
① 2013 年 IASB 再公開草案によると、将来キャッシュ・フローの見積りの変動は、直
ちに純損益に計上されるのではなく、契約上のサービス・マージンに加減される。
この結果、保険負債の内訳項目間での振替があるのみで、保険負債の合計の金額
については、変化があるわけではない（ただし、契約上のサービス・マージンの
残高を超えるほどの不利な変動があった場合は除く79）。したがって、不利な契約
となる場合を除き、履行義務の再測定を行わないという 2011 年 IASB 再公開草案
「顧客との契約から生じる収益」とこの点について一致している。
② また、2013 年 IASB 再公開草案によると、履行キャッシュ・フローの現在価値がゼ
ロ以下である場合、すなわち保険契約に含み益がある場合であるが、このとき当
該含み益を初日利得として認識を行わない。当該利得部分については、契約上の
サービス・マージンとなる。したがって、初日利得を計上しない 2011 年 IASB 再
公開草案「顧客との契約から生じる収益」と一致している。
(2) 相違点
① 将来キャッシュ・フローの見積りの変動については、上記の(1)①のように、保険
負債の内訳項目間の振替で行わるが、リスク調整の変動については、保険負債の
内訳項目間で振替が行われるわけではない。リスク調整の変動については、純損
益に計上されることになるため、保険負債の金額は増減することになる。したが
って、当初認識後、不利な契約となる場合を除き、履行義務の再測定を行わない
という 2011 年 IASB 再公開草案「顧客との契約から生じる収益」とこの点につい
て相違している。
② ①と同様に、割引率の変動についても同じことが言える。割引率の変動について
も、内訳項目間で振替を伴わず OCI に計上されることになる。したがって、①と
同様な点で、2011 年 IASB 再公開草案「顧客との契約から生じる収益」と相違して
79 IASB（2013）para.BC33
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いる。
第3項 収益認識プロジェクトと測定属性
前項のように、現在の 2013 年 IASB 再公開草案で用いられている測定属性と、2011 年
IASB 再公開草案「顧客との契約から生じる収益」で用いられている測定属性とは部分的
にしか類似していないことが分かる。これより、収益認識プロジェクトにおける議論が「短
期間」かつ「確実に完了」するような契約を対象として検討されたものと考えられるため80、
保険契約のような「長期間」あるいは「不確実性が高い」契約については、現段階の収益
認識プロジェクトの提案では必ずしも説明できるとは言えないことが分かる。
2011 年 IASB 再公開草案「顧客との契約から生じる収益」では、保険契約や金融商品、
リースについては対象外としているが、その理由については「より有用な情報を財務諸表
利用者に提供することになると判断したこと」81としている。一方で、第 4 章や本節でみ
たように、保険契約については対象外となっているものの収益認識プロジェクトと（部分
的にではあるが）整合が図られようとしている動きがある。これは、業種特有又は取引特
有の収益認識基準の開発を恒久化することを止めるという収益認識プロジェクトの目的が
作用しているように思われる。
しかし、現状、このような部分的整合にしか成り得ないのは、いかなる基準でもって対
象外とされるかについて、具体的な考え方が存在していないことがそもそもの問題と考え
られる。収益認識プロジェクトの対象外とするよりも、保険契約以外の「長期間」あるい
は「不確実性が高い」契約も含めて、履行義務を再測定すべき契約について収益認識プロ
ジェクトの範囲内で検討を行うべきではなかろうか。または、収益認識プロジェクトの範
囲内で検討を行った場合は、収益認識プロジェクトも含めて長期化するおそれもある。そ
こで、現在の収益認識プロジェクトは、財・サービスの移転という基本的な取引を対象と
した「狭義」の収益認識プロジェクトとして位置づけられるため、この「狭義」の収益認
識プロジェクトと保険契約や金融商品、リースも含めた全体的なプロジェクトを包含する
ような考え方（いわば基礎概念）の確立が必要ではないか。
いずれにしろ、現在の収益認識プロジェクトと全体として整合的な保険負債の測定属性
は、2013 年 IASB 再公開草案では提案されていない。
80 佐藤（2009）p.274-275
81 IASB（2011b）para.BC42
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第 6 章 まとめ
本論文では、序章に掲げた通り、IASB/FASB 保険プロジェクトの長期化の要因と保険
負債の測定属性について考察を行った。
第 4 章では、長期化の要因について、会計上のミスマッチの観点からと収益認識プロジ
ェクトとの関連からの考察を行った。我が国と IASB/FASB では会計上のミスマッチの問
題を解決するために異なった方法を採っている。我が国では、負債側から対応する資産側
の処理を部分的に規定しているのに対し、IASB/FASB では、負債側から資産側の処理を
まったく規定しないとしていたことである。最終的に負債側から資産側の処理を限定的修
正という形で規定した提案になったものの、この事が議論の幅を狭める原因となっていた
と考えられる。また、収益の表示方法に関して、IASB では保険負債の測定と結びつきの
強いマージン・アプローチを提案していたが、企業間の比較可能性などの問題から、収益
認識プロジェクトで提案されている総額表示へと変更せざるを得なかったことも一因とい
える。保険契約と他の契約についての整理は依然としてされておらず、収益認識プロジェ
クトとの結びつきを考えるのであれば、このような整理が必要であるといえる。
第 5 章では、保険負債の測定属性についてはいかに考えるべきかについて、第 4 章に続
き、会計上のミスマッチの観点と収益認識プロジェクトとの関連からの検討を行った。
2013 年 IASB 再公開草案での提案は、IASB/FASB 保険プロジェクトでの「理想的な測定
モデル」とは異なり、総体として会計上のミスマッチは広がっているようにも捉えられる。
これは、会計上のミスマッチの軽減よりも純損益の長期業績指標性が優先されている結果
といえる。会計上のミスマッチの軽減という観点から保険負債の測定属性を決めるのであ
れば、保険契約の範囲のみならず、再度、会計上のミスマッチ及び利益概念についての整
理が必要であるだろう。また、収益認識プロジェクトで提案されている測定のモデルと
IASB/FASB 保険プロジェクトで提案されている保険負債の測定属性について比較を行っ
た。両者の最新の公表物で提案されている顧客対価モデルと現在履行価値は部分的な類似
点はみられるが、全体として整合していない。仮に、収益認識プロジェクトと全体として
整合的な保険負債の測定属性を考えるとするならば、保険契約以外の「長期間」あるいは
「不確実性が高い」契約も含めて、履行義務を再測定すべき契約について収益認識プロジ
ェクトの範囲内で検討を行うか、「狭義」の収益認識プロジェクトと保険契約や金融商品、
リースも含めた全体的なプロジェクトを包含するような考え方の確立を行うか、いずれか
の対応が求められるであろう。
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